北方領土ワークシート活用のための参考資料

１　北田隆義さんの経歴

	　
	北田さんの経歴
	北方領土・ロシア関連の主な出来事

	大正6年
	　
	ソビエト連邦成立

	大正13年10月25日
	択捉島留別（るべつ）に生まれる
	　

	昭和16年4月
	　
	日ソ不可侵条約調印

	昭和17年3月
	旧函館工業学校卒業
	　

	昭和18年～
	広島県宇品（うじな）にある船舶特別幹部候補生の教育隊入隊
	　

	昭和20年5月～
	択捉島の船工六連隊に配属
	　

	昭和20年8月
	終戦後、復員。
	　

	昭和20年8月8日
	　
	ソ連が日本との戦争状態に入ることを通告

	昭和20年8月28日
	ソ連軍が北田さんの住んでいた択捉島留別へ侵攻
	　

	昭和20年9月～
	３年に及ぶ抑留生活
	　

	昭和21年12月19日
	　
	日本人捕虜の引揚に関する米ソ協定成立、昭和33年まで送還が続く

	昭和23年～
	北海道古平町にて漁業に従事
	　

	昭和31年10月19日
	　
	日ソ共同宣言に署名

	昭和35年～
	宮城県歌津町（奥さんの故郷）にて漁業に従事
	　

	昭和36年4月
	　
	ソ連の宇宙飛行士が人類最初の宇宙飛行に成功

	昭和54年～
	北方領土返還要求宮城県民会議　キャラバン隊隊長
	　

	昭和55年
	　
	モスクワオリンピック開催（日本不参加）

	昭和55年～
	北方領土返還要求宮城県民会議　理事
	　

	昭和56年
	　
	北方領土の日（2月7日）が制定

	昭和57年
	　
	北方領土返還要求長野県民会議設立

	平成2年～
	旧島民による墓参に参加
	　

	平成3年12月21日
	　
	ソ連崩壊、独立国家共同体へ

	平成5年10月13日
	　
	日ロ関係に関する東京宣言に署名

	平成15年7月12日
	78歳にて没する
	　


２　択捉島とは

　千島列島南部に位置し、長さ20km，幅30km，面積3,139平方kmの列島中最大の火山島。また、日本列島のなかでも、本州、北海道、四国、九州の四島を除いたどの島よりも大きい。 ソ連では，イトルプ（Iturup）島と呼んでいる。また、行政上は北海道根室支庁に属する。

　従来、アイヌやウィルタなどの少数民族が先住していた。18世紀後半のロシアに対抗し、幕臣近藤重蔵は「大日本恵土呂」の木柱を立て、北辺の防備開拓に当たった。また蝦夷を直轄地にし、高田屋嘉兵衛に航路を開かせ商場択捉場所を開設した。

　オホーツク海側には漁業の基地があり，沿岸ではサケ・タラ・カニ・マス・コンブ・ホタテガイなどがとれる。1800年（寛政12）に，近藤重蔵・高田屋嘉兵衛がその漁場を開拓して以来，1945年（昭和20）までは，日本の北洋漁業の根拠地として，水産業の中心であった。

　択捉島には北海道二級町村制が施行されたときに択捉郡留別（るべつ）村、紗那（しゃな）郡紗那村、蘂取（しべとろ）郡蘂取村の３郡３村が設置され、紗那村の中心地である紗那（ロシア名クリリスク）が同島の中心地となって、警察署などの官公署が置かれた。現在も制度上、この３郡３村は存続している。また、択捉島最北端のカムイワッカ岬(蘂取村)は、北緯45度33分28秒、東経148度45分14秒の日本最北端の地である。
　ロシアと日本の領土変更時も一貫して全域が日本に属してきた島であるが，第二次世界大戦後は，ソ連の統治下に置かれている。

※日本の最東端：南鳥島（東京都 小笠原村）【東経１５３度５９分１２秒　北緯２４度１７分００秒】
※　　　　最西端：与那国島（沖縄県 与那国町）【東経１２２度５５分５９秒　北緯２４度２６分３８秒】
※　　　　最南端：沖の鳥島（東京都 小笠原村）【東経１３６度０４分２０秒　北緯２０度２５分１３秒】

３　北方領土への墓参

　北方領土からの引揚者に対する人道的見地により、北海道が実施主体となって昭和３９年から実施。

　この間、昭和４３年及び昭和４６年から４８年までの間はソ連側の同意が得られず中断したが、昭和４９年、５０年は日本側の強い要請により実施。しかし、昭和５１年以降はソ連が渡航に際し、パスポート、ビザを要求したため、再度中止に至った。

　その後、従来通りの方法（外務省発行の身分証明書携行）により再開できるよう外務省を通じ強く要請した結果、昭和６１年１月及び５月の「日ソ外相間定期協議」において再開が合意され、同年８月、１１年振りに歯舞群島及び色丹島での墓参が実施された。その後、平成元年には国後島、平成２年からは、択捉島への墓参も開始され、現在は四島すべてにおいて墓参が行われている。

４　近年の日ロ（ソ）間の合意等

(1)日ソ共同宣言（昭和31年10月）　

　日ソ間の戦争状態を終結し、国交を回復。平和条約交渉の継続を確認するとともに、ソ連は、平和条約締結後、歯舞群島・色丹島を日本に引き渡すこととした。

(2)東京宣言（平成5年11月）

　北方四島を明記して領土問題の存在を確認したほか、「法と正義に基づき領土問題を解決し、平和条約を早期に締結するよう交渉を継続し、両国間の関係を正常化すべき」とした。

(3) クラスノヤルスク合意（平成9年11月）

　東京宣言に基づき２０００年までに平和条約を締結するよう全力を尽くすことで合意。

(4) 川奈合意（平成10年4月）

　クラスノヤルスク合意の実現に向けて加速化を図ることで合意。　

　この時の会談で、「国境線を確定するが、施政権返還は先送りする」方法（国境線画定方式）による領土問題解決策を日本が提案（川奈提案）　

(5) モスクワ宣言（平成10年11月）

  平和条約交渉を加速するよう、両国政府に指示。国境画定委員会並びに共同経済活動委員会の設置及び元島民の自由訪問の実施を決定。しかし、この時ロシアは川奈提案を拒否し、領土問題を先送りした中間条約の締結を提案。

(6) イルクーツク声明（平成13年3月）

  日ソ共同宣言を交渉プロセスの出発点を設定した基本的な法的文書であること、東京宣言に基づき、四島の帰属問題を解決して平和条約を締結することを確認。

(7)プーチン再来日（平成17年3月以降を予定）

　※アジア太平洋経済協力会議（APEC、チリで開催）での両国首脳会談により、訪日時期がずれ込むことが事実上確定した(H16.11.21)

５　最近の日ロ関係

 ・H13.7.21　日ロ首脳会談。四島の帰属問題を解決して平和条約を締結することを確認。歯舞・色丹の返還協議と、国後・択捉の帰属問題の並行協議を日本が提案

 ・H13.10.21 日ロ首脳会談。ロシア大統領、並行協議に応ずる考えを示す。

 ・H14.5.24　ロシアとの協議が整わず、並行協議方式の撤回。（国内的にも不明瞭さが指摘されていた）

 ・H14.5.31　四島への支援を行っていた「支援委員会（国際機関であるため会計検査院のチェックなし）」の廃止方針をロシアへ伝える。

 ・H15.1.10　小泉首相がロシア公式訪問。改めて四島一括返還の原則に立ち返って交渉を行うことが「日露行動計画」において確認された。

	※日露行動計画の概要

１政治対話の深化

　　　・・・首脳間の定期的な交流の定着や両国間に設置されるホットラインの活用を進める。

２平和条約交渉

　　　・・・東京宣言等を基礎として交渉を加速するとともに,両国間の相互理解・互恵的な協力を進める。

３国際舞台に置ける協力

　　　・・・テロリズム対策など平和と安定の維持・強化のため、世界的・地域的レベルで協力する。

４貿易経済分野における協力

　　　・・・貿易投資の促進、エネルギー資源開発の協力

５防衛・治安分野における関係の発展

　　　・・・艦艇の相互訪問や捜索・救難における共同訓練の実施等

６文化・国民交流の進展

　　　・・・日露文化交流委員会の開催、「ロシアにおける日本文化フェスティバル」の開催等


 ・H15.5.30　ｻﾝｸﾄﾍﾟﾃﾙﾌﾞﾙｸ建都300周年記念事業に際し、両国首脳が会談。日露行動計画の再確認と領土問題の解決に向けた決意が示された。

 ・H16.9.2　小泉首相が北方領土現地視察。「四島一括返還論だけでは、前進しない。四島の帰属を明確にした後、返還時期は柔軟に考えることも必要。」とコメント

 ・H16.11.15　プーチン大統領が、平和条約締結後の歯舞・色丹の２島返還を明記した日ソ共同宣言を重視する姿勢を示した。

 ・H17.2.14　日露外相会談。ラブロフ外相は「二島のみの返還で最終的に決着したい。日本が二島返還による決着に応じないなら、われわれの回答は『ゼロ』だ」と明言した。

